
 

『Ｈ３１年度税制改正大綱（４） 納税猶予で資産保有型要件緩和』 
 

 資産税関連では、非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の見直しも注目される。一定

のやむを得ない事情により資産保有型会社等に該当することとなった認定承継会社等も、その日から６

月以内に再び該当しなくなった場合は納税猶予の取消事由とはしないこととなった。「やむを得ない事

情」の内容、該当したときに必要となる手続の詳細は今後検討される。 

 教育資金の一括贈与非課税措置は、所要の見直しを行った上で２年間延長することとされた。１）信

託等をする年の前年の受贈者の合計所得金額が１，０００万円を超える場合は適用の対象から除外す

る。２）対象となる教育資金の範囲から、２３歳以上の受贈者に係る、学校等以外に支払われる金銭（予

備校、習い事に関する費用）を除く。３）契約終了の日までに贈与者が死

亡した場合、その死亡前３年以内に取得し本措置の適用を受けた信託受

益権等について、死亡の日における管理残額を相続又は遺贈により取

得したとみなし相続税の課税対象とする。（受贈者が２３歳未満又は学校

等に在学している場合等は除く。）終了事由も見直され、受贈者が３０歳に

達して以降の契約終了について新しく定められた。 

 また、結婚・子育て資金についても上記１）と同様の改正が行われ２年

延長された。 

 

 『住宅取得支援制度などの説明会 消費税率引き上げ控え―国交省』 

 
 国土交通省が２月から３月にかけて全国４７都道府県で消費税率引き上げに伴う住宅取得支援制

度をはじめ、省エネに関する制度など良質な住宅・建築物の取得・改修に関する最近の支援制度等の

概要について説明会を開催する。日程は２月１日の東京都を皮切りに、３月１４日の横浜市まで計４８

回。講師は同省担当官。対象は主に住宅関連事業者だが、一般人も参加可能。参加費は無料。時間は

３時間程度。取り上げる主なテーマは（１）消費税率引き上げに伴う住宅取得支援策（２）良質な住宅ス

トックによる新たな循環システムの構築（３）住宅・建築物の省エネ化の推進（４）木造住宅・建築物の振

興。同省は消費税率引き上げ後、住宅購入などを支援する「次世代住宅ポイン

ト制度」を導入する。省エネ性能の高い住宅などに対し、新築の場合は最大３５

万円相当を支援。２０１９年６月をめどにポイント発行の申請受け付けを開始す

る。一方、税制改正大綱には住宅ローン減税が盛り込まれた。所得税などから一

定額を控除できる期間を現在の１０年から１３年に延長する。２０年１２月末まで

の入居者が対象で、延長される３年間は毎年、建物価格の２％に当たる額の３

分の１と住宅ローン残高の１％のうち、少ない方の金額を控除する。 
 
    出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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